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資料１ 

 

 

 

 

 

令和４年度９月補正予算（経済局関連部分）の概要 
 

１ 趣旨 

長期化する物価高騰などの影響を受ける市民や事業者を支援するとともに、優れた技術やアイデアを

持つスタートアップの事業化等を支援することにより、横浜経済の活性化を目指します。 
 
≪補正額（経済局関連部分）≫                         単位：千円 

 補正額 

レシートを活用した市民・事業者支援事業 1,485,000 

スタートアップ社会実装推進事業 160,000 

合  計 1,645,000 

 

２ 事業概要 

（１）レシートを活用した市民・事業者支援事業（補正額：14億8,500万円） 

物価高騰などによる横浜経済への影響が長期化することが見込まれることから、横浜経済の活性化

に向けて、令和４年度６月補正で対応した、レシートを活用した市民・事業者支援事業（通称：レシ

活ＶＡＬＵＥ）を延長するにあたり事業費を追加します。 

 

ア レシ活ＶＡＬＵＥの概要 

（ア）対象店舗 

印字レシート（店名・住所の記載されているもの）を発行できる飲食店を除く市内事業者 

（イ）対象者：横浜市内居住者 

（ウ）ポイント還元等の概要 

還元額：レシート記載の利用金額の最大20％ 

   還元上限額：一人当たり３万円（延長前の期間から通算） 

   レシート１枚当たりの上限額 

①食料品・その他：３千円（還元上限額600円） 

②ガソリン：５千円（還元上限額1,000円） 

          利用可能枚数 

①食料品・その他：一人１日１枚 

     ②ガソリン：一人１日１枚 

総還元額：11.5億円（事業効果額：57億円） 

 

イ 実施概要 

    スマホアプリなどを活用して、飲食店を除く市内事業者で発行されたレシートの利用料金に応じ

たポイント還元やキャッシュバックなどを行うキャンペーンを延長します。 

 変更前 変更後 

キャンペーンの実施期間 令和４年８月～11月（予定） 令和４年８月～12月（予定） 

事業効果額 200億円 257億円 
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ウ 追加予算内訳 

 

  ６月補正額 ９月補正額（案） 補正後 

アプリ 
事業費 34億円      10億円 44億円 

事務費 ３億円 １億1,000万円 ４億1,000万円 

郵送 

申請 

事業費 ６億円 １億5,000万円 ７億5,000万円 

事務費 ※０円 

（別事業で計上） 

※２億2,500万円 

（６月補正の事務費１億5,000万円含む） 

２億2,500万円 

合計 43億円 14億8,500万円 57億8,500万円 

 

※６月補正事業の郵送申請にかかる事務費は緊急雇用創出事業費（１億5,000万円）を充てていました

が、キャンペーン期間の延長により、事業終了日が、緊急雇用創出事業の事業実施期限である令和５年

２月28日を過ぎ、当事業費が使用できなくなるため、９月補正予算案で緊急雇用創出事業相当分（１億

5,000万円）を追加計上しています。 

 

（２）スタートアップ社会実装推進事業（補正額：１億6,000万円） 

  コロナ禍や物価高騰等の影響でビジネスモデル転換等の必要性が高まる中、スタートアップが実施す

る新事業への支援や国内外からのスタートアップの誘致により、新しいビジネス展開を支援します。 

 

ア 実施概要 

（ア）脱炭素、DX等喫緊の社会課題解決に資するスタートアップの製品・サービスの事業化を促進する

ため、技術やアイデアを形にして検証するための試作品の製作や、実際のフィールドで検証を行う

実証実験など、社会実装に向けた支援（１億円、支援件数20件） 

 

事業 単価 件数 合計 

試作品製作等に係る事業費 200万円 15件 3,000万円 

実証実験に係る事業費 1,000万円 ５件 5,000万円 

事務費 2,000万円 一式 2,000万円 

総 計 １億円 

 

（イ）市内中小企業や庁内の課題解決につながる分野で、スタートアップの優れたサービスの普及促進の   

ため、その試用や試験的な導入先のマッチング、効果検証等を支援（5,000万円、導入件数30件） 

 

事業 単価 件数 合計 

トライアル導入にかかる事業費（中小企業向け） 100万円 20件 2,000万円 

トライアル導入にかかる事業費（庁内向け） 200万円 10件 2,000万円 

事務費 1,000万円 一式 1,000万円 

総 計 5,000万円 

 

（ウ）市外スタートアップ等による初めての横浜市内事業所設置及び市内スタートアップによる市内拡張  

移転に対する助成（1,000万円、助成件数10件（10㎡あたり30万円（上限100万円）を想定）） 

 

事業 単価 件数 合計 

初めての横浜市内事業所設置及び市内拡張移転に対する助成 100万円 10件 1,000万円 
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【参考】一般会計 歳入歳出予算補正（経済局関連部分） 

 

款 項 目 補正前の額 ９月補正額 計 
９月補正の財源 

国費等 市債 一般財源 

５款 経済費 160,588,972 1,645,000 162,233,972 － － 1,645,000 

 １項 経済費 160,588,972 1,645,000 162,233,972 － － 1,645,000 

 ２目 誘致イノベーション推進費 2,925,473 160,000 3,085,473 － － 160,000 

５目 市民経済労働費 6,613,469 1,485,000 8,098,469 － － 1,485,000 

単位：千円 
歳出 


